
 

 
 

給与規則 

 

０１－一般－０００１１ 

                          平成１３年 ４月 １日 

                                                改正０１－一般－００１８０ 

                          平成１３年 ８月３１日 

                                                改正０２－一般－００１０３ 

                          平成１４年 ３月２９日 

                                                改正０２－一般－００２０７ 

                          平成１４年 ６月２８日 

                                                改正０２－一般－００３３０ 

                          平成１４年１１月２７日 

                                                改正０３－一般－００１２２ 

                          平成１５年 ４月３０日 

                        改正０３－一般－００１６９ 

                          平成１５年 ６月２４日 

改正０３－一般－００２９７ 

平成１５年１１月２７日 

改正０４－一般－００１０４ 

平成１６年 ３月３１日 

改正０４－一般－００４５９ 

平成１６年１２月２８日 

改正０５－一般－００１３３ 

平成１７年４月１日 

改正０５－一般－００３６４ 

平成１７年１１月３０日 

改正０５－一般－００３９２ 

平成１８年１月１日 

改正０６－一般－００１２２ 

平成１８年４月１日 

改正０６－一般－００２０２ 

平成１８年７月６日 

改正０７－一般－００１５１ 

平成１９年４月１日 



 

 
 

改正０７－一般－００２０１ 

平成１９年７月１日 

改正０８－一般－００２５０ 

平成２０年４月１日 

改正０８－一般－００４２６ 

平成２０年６月１日 

改正０９－一般－００１４９ 

平成２１年４月１日 

改正０９－一般－００２７９ 

平成２１年７月１日 

改正０９－一般－００４９７ 

平成２１年１２月１日 

改正１０－一般－００１１４ 

平成２２年３月２３日 

改正１０－一般－００２０３ 

平成２２年５月２１日 

改正１０－一般－００４２６ 

平成２２年１２月１日 

改正１２－一般－００１１３ 

平成２４年３月３０日 

改正１３－一般－００１８９ 

平成２５年７月１日 

改正１４－一般－０００６６ 

平成２６年２月２１日 

改正１４－一般－００１３３ 

平成２６年３月３１日 

改正１４－一般－００２５７ 

平成２６年６月３０日 

改正１４－一般－００４６７ 

平成２６年１２月１日 

改正１５－一般－００３５３ 

平成２７年９月２８日 

改正１５－一般－００４３２ 

平成２７年１２月４日 



 

 
 

改正１５－一般－００４７９ 

平成２８年１月１日 

改正１６－一般－０００４０ 

平成２８年２月５日 

改正１６－一般－００１０７ 

平成２８年４月１日 

改正１６-一般-００４２２ 

平成２８年１２月６日 
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   第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この規則は、職員の給与に関する事項を定める。 

 

 （適用範囲） 

第２条 この規則は、定年後再雇用職員、契約職員、派遣員及び臨時事務職員には

適用しない。 

２ この規則の海外で勤務する職員への適用については、別にこれを定める。 

 （給与の区分） 

第３条 職員の給与は、基本給、諸手当、賞与及び年俸とし、次に掲げる区分によ

り支給する。 

 一 基本給 



 

 
 

      資格給 

    役割給 

    役職給 

  二 諸手当 

    扶養手当 

       住居手当 

       通勤手当 

       単身赴任手当 

    時間外手当 

    指導員手当 

 三 賞与 

 四 年俸 

 

   第２章 給与 

    第１節 給与の支給 

 （給与の計算期間及び支給日） 

第４条 給与（賞与を除く。）は、当月１日から末日までについて計算し、毎月 

 １８日に支払う。この場合において、支払日が銀行の休業日に当たるときは、そ

 の前日に支給する。 

２ 前項の規定にかかわらず、時間外手当は、当月分を翌月に支給する。また、通

 勤手当は、一ヶ月又は六ヶ月単位（以下「支給単位期間」とする。）で支給する。 

３ 前２項の規定にかかわらず、特別の事情がある場合には、給与の計算期間及び

支給日については別の取扱いによることができる。  

（給与の支払及び控除） 

第５条 給与は、全額本人が指定する銀行その他の金融機関の本人名義の口座に振

 り込むものとする。ただし、次に掲げるものは、これを控除する。 

 一 法令により職員が負担すべきものとして定められたもの 

  イ 所得税及び地方税 

ロ 健康保険料（介護保険料を含む。）、厚生年金保険料、及び雇用保険料の

被保険者負担分 

 二 給与から控除することについて書面により協定されたもの 

２ 前項の規定にかかわらず、本人から特に申出があった場合には、通貨で直接職

員に支給する。 

 （退職、解雇及び死亡時の支払） 



 

 
 

第６条 職員が退職し、若しくは解雇され、又は死亡したときは、職員であった者

 又は労働基準法施行規則第 42 条から第 45 条までの規定により遺族補償を受ける

 べき者に対し、既に行われた勤務に対する給与を支給する。 

    第２節 給与の計算 

  （基本給の計算） 

第７条 第４条第１項に規定する給与計算期間（以下「給与計算期間」と言う。）

 の中途において採用され、休職し、復職し、退職し、又は解雇された場合は、勤

 務した期間につき基本給を日割りで支給する。 

 （諸手当の計算） 

第８条 給与計算期間の中途において採用され、又は復職した場合は、当該計算期

 間の諸手当は支給しない。なお、通勤手当を支給する必要がある場合は、この限

 りではない。 

２ 給与計算期間の中途において休職し、退職し、解雇され、又は育児休業若しく

 は介護休業をした場合、当該給与計算期間の諸手当は全額支給する。なお、通勤

 手当を返納させる必要がある場合は、この限りではない。 

 （介護・育児休業及び欠勤等の控除計算） 

第９条 介護休業等に関する規則第１５条第１項の勤務時間の短縮の承認を受けた

 場合、育児休業等に関する規則第１５条第１項の勤務時間の短縮の承認を受けた

 場合、就業規則第１９条第１項の勤務時間の短縮の承認を受けた場合又は欠勤 

（遅刻、早退及び私用外出を含む。以下同じ。）をした場合は、勤務しなかった時

 間分の資格給及び役割給の合計額を減額する。 

２ 給与計算期間中すべて欠勤した場合は、資格給、役割給、役職給及び諸手当を

支給しない。 

   （端数処理） 

第１０条 前条第１項の規定による減額の計算又は時間外手当の計算において、１

 時間未満の端数が生じたときは、その端数が３０分以上のときは１時間とし、 

 ３０分未満のときは切り捨てる。 

    第３節 休職者の給与 

 （休職者の給与） 

第１１条  就業規則第５条第１項第一号の場合において、同項の規定により休職を

命じられたときは、その休職期間が１年（結核性疾患にあっては、２年）に達

するまでの間は、資格給、役割給及び諸手当（通勤手当を除く。）の１００分

の８０の額を支給する。 

２ 就業規則第５条第１項第五号の場合において、同項の規定により休職を命じら



 

 
 

れた職員が出向先において、給与が支給されない場合は、就業規則第６条第１項

の規定にかかわらず、給与を支給する。 

 

   第３章 基本給 

   （資格給） 

第１２条 資格給は、別表１に定める等級及び号により月額で定める。 

２ 職員のうち参事の職位にある者の資格給は、業務の内容及び経歴等を勘案し、

理事長が定める額を支給する。 

  （役割給） 

第１３条 役割給は、別表２に定める等級及び号により月額で定める。 

２ 職員のうち参事の職位にある者の役割給は、業務の内容及び経歴等を勘案し、

理事長が定める額を支給する。 

  （役職給） 

第１４条 就業規則第４２条第１項に規定する次の各号に掲げる管理職に対しては、

役職給として当該各号に定める月額を上限に理事長が定めた額を支給する。 

  一 グループ長及び参事役 八万円 

２ 給与計算期間の中途において前項に掲げる役職に就いた職員又は当該役職を退

いた職員については、当該役職に就いていた期間に応じ役職給を日割りで支給す

る。 

 

   第４章  諸手当 

 （住居手当） 

第１５条 自ら居住するため住宅（貸間を含む。）を借り受け、家賃（使用料含む。

以下同じ。）を支払っている職員（国家公務員宿舎法第１３条の規定による有料

宿舎を貸与され、使用料を支払っている職員等を除く。）には、次の各号に掲げ

る職員の区分に応じて、当該各号に定める月額（その額に百円未満の端数が生じ

たときは、これを切り捨てた額）を住居手当として支給する。 

一 月額五万円以下の家賃を支払っている職員 家賃の月額 

二 月額五万円を超える家賃を支払っている職員 五万円 

２ 前項の規定により住居手当の支給対象たる職員のうち世帯主であるものに限り、

次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に定める月額（その月額に百円

未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）を住居手当として支給する。 

 一 月額五万円以下の家賃を支払っている職員 家賃の月額 

 二 月額五万円を超える家賃を支払っている職員 五万円に家賃の月額から五万



 

 
 

 円を控除した額の２分の１（その控除した額の２分の１が五万円を超えるとき

  は、五万円）を加算した額 

３ 第１８条の規定により単身赴任手当を支給される職員で、配偶者（届出をしな

いが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）が居住するため

の住宅（国家公務員宿舎法第１３条の規定による有料宿舎等を除く。）を借り受

け、家賃を支払っている者には、第１項の規定により算出した額の２分の１に相

当する月額（その額に百円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）を

住居手当として支給する。 

 （住居手当にかかる特例） 

第１５条の２ 国家公務員又は他の独立行政法人の職員から引き続き日本貿易保険

の職員となった職員については、第１５条の規定にかかわらず、自ら居住するた

め住宅（貸間を含む。）を借り受け、月額一万二千円を超える家賃（使用料を含

む。以下同じ。）を支払っている場合（国家公務員宿舎法第１３条の規定による

有料宿舎を貸与され、使用料を支払っている場合等を除く。）には、次の各号に

掲げる職員の区分に応じて、当該各号に定める月額（その額に百円未満の端数が

生じたときは、これを切り捨てた額）を支給する。 

一 月額二万三千円以下の家賃を支払っている職員 家賃の月額から一万二千

円を控除した額 

二 月額二万三千円を超える家賃を支払っている職員 家賃の月額から二万三

千円を控除した額の２分の１（その控除した額の２分の１が一万六千円を超

えるときは、一万六千円）に一万一千円を加算した額 

２ 前項に該当し、第１８条の規定により単身赴任手当を支給され、配偶者が居

住するための住宅（国家公務員宿舎法第１３条の規定による有料宿舎等を除

く。）を借り受け、月額一万二千円を超える家賃を支払っている者には、前項

の規定により算出した額の２分の１に相当する月額（その額に百円未満の端数

が生じたときは、これを切り捨てた額）を住居手当として支給する。 

 （扶養手当） 

第１６条 扶養手当は、扶養親族のある職員に対して支給する。 

２ 扶養手当の支給については、次に掲げる者で他の生計の途がなく主として職員

の扶養を受けているものを扶養親族とする。 

 一 配偶者 

 二 満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子及び孫 

 三 満６０歳以上の父母及び祖父母 

 四 満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある弟妹 



 

 
 

 五 重度心身障害者 

３ 前項に規定する他に生計の途がなく主として職員の扶養を受けている者には、

次に掲げる者は含まれないものとする。 

 一 職員の配偶者、兄弟姉妹等が受ける扶養手当又はこれに相当する手当の支給

の基礎となっている者 

  二 年額百三十万円以上の恒常的な所得があると見込まれる者 

４ 扶養手当の月額は、第２項第一号に該当する扶養親族については一万三千円、

同項第二号から第五号までの扶養親族についてはそれぞれ六千五百円（職員に配

偶者がいない場合にあっては、そのうち一人については一万千円）とする。 

５ 扶養親族たる子のうちに満１５歳に達する日以後の最初の４月１日から満２２

歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間（以下「特定期間」という。）に

ある子がいる場合における扶養手当の月額は、前項の規定にかかわらず、五千円

に特定期間にある当該扶養親族たる子の数を乗じて得た額を同項の規定による額

に加算した額とする。 

  （通勤手当） 

第１７条 通勤のための交通機関等を利用する職員には、その者の通勤に要する六

ヶ月分の運賃等の額に相当する金額を三十三万円を上限とし通勤手当として支給

する。 

２ 交通機関を利用する者の通勤手当の額は、次の各号により算出した通勤に要す

る運賃等に相当する額とする。 

 一 交通機関が定期券を発行している場合は、当該交通機関の利用区間にかかる

 六ケ月の通用期間の定期券の額とする。 

 二 交通機関が定期券を発行していない場合は、当該交通機関の利用区間にかか

 る一ヶ月の通用期間につき通勤２１日分の運賃等の額で最も低廉となるものと

 し、六ヶ月分をまとめて支給する。 

３ 前項に規定する運賃等の額に相当する額の算出は運賃、時間、距離等の実情に

照らし最も合理的と認められる通勤路線及び方法による運賃等の額によるものと

する。 

４ 通勤距離又は最寄りの駅までの距離片道１キロメートル未満のものについては、

第２項の計算には算入しない。 

５ 通勤のため自動車等の交通の用具を使用することを常例とする職員には、次の

各号に掲げる自動車等の交通の用具の使用距離の区分に応じて、当該各号に定め

る月額を通勤手当とし、六ヶ月分をまとめて支給する。 

 一 片道２キロメートル以上５キロメートル未満 二千円 



 

 
 

 二 片道５キロメートル以上１０キロメートル未満 四千二百円 

 三 片道１０キロメートル以上１５キロメートル未満 七千百円 

 四 片道１５キロメートル以上２０キロメートル未満 一万円 

 五 片道２０キロメートル以上２５キロメートル未満 一万二千九百円 

 六 片道２５キロメートル以上３０キロメートル未満 一万五千八百円 

 七 片道３０キロメートル以上３５キロメートル未満 一万八千七百円 

 八 片道３５キロメートル以上４０キロメートル未満 二万千六百円 

 九 片道４０キロメートル以上 二万四千四百円 

６ 事務所を異にする異動又は勤務する事務所の移転に伴い、所在する地域を異に

する事務所に勤務することとなったことにより、通勤の実情に変更を生じること

となった職員で、当該異動又は事務所の移転の直前の住居からの通勤のため、新

幹線鉄道等の特別急行列車又は高速自動車国道等の有料道路を利用することを常

例とする場合において、その利用が次に定める基準に適合すると認められるとき

は、第 1項の規定にかかわらず、その職員の通勤に要するその利用に係る六ヶ月

分の特別料金等の額の２分の１に相当する額を十二万円を上限（一ヶ月当たり二

万円を上限）とし通勤手当として支給する。 

  一 当該特別急行列車又は有料道路を利用せずに通勤することとした距離が片道

６０キロメートル以上あり、かつ、通勤時間がおおむね９０分以上であるこ

と。 

  二 当該特別急行列車又は有料道路の利用により、通勤時間が片道３０分以上短

縮され、又はこれに相当する通勤距離の短縮その他の通勤事情の改善が認め

られること。 

  三 その他当該特別急行列車又は有料道路の利用がやむを得ないとされる特段の

 事情が存すること。 

７ 通勤手当は、１月１日及び７月１日から六ヶ月間の通勤手当をそれぞれ１月及

び７月の給与支給日に支給する。ただし、この間の中途において採用され、又は

復職し、若しくは通勤経路及び方法の変更をした場合は、１月及び７月の給与支

給日まで１ヶ月単位での支給とし、五万五千円を上限（前項に該当する場合は、

さらに二万円を上限に支給）とする。 

８ 通勤手当については、第５条の規定にかかわらず、これに代えて定期券、回数

券の現物を給付することがあるものとする。 

９ 通勤手当の支給について出張、研修、休職、休暇及び欠勤により月の１日から

末日までの期間全日数にわたり通勤しないこととなるときは、その月の通勤手当

の払戻金相当額等を返納させる。 



 

 
 

１０ 通勤手当の支給について出張、研修、休職、休暇及び欠勤により一ヶ月以上

にわたり通勤しないこととなるときは、その事由が生じた日の属する月の翌月以

降の払戻金相当額等を返納させる。 

１１ 支給単位期間の中途において採用又は復職した職員及び一ヶ月以上にわたる

出張又は研修から戻った職員への通勤手当の支給については、その月の通勤を要

する日数分の往復の運賃等又は一ヶ月分の通勤手当のいずれか低い額を支給する

こととする。 

１２ 支給単位期間の中途において、休職し、退職し、解雇され、又は育児休業若

しくは介護休業をした職員の通勤手当の支給要件を欠くに至ったときは、その事

由が生じた日の属する月の翌月以降の払戻金相当額等を返納させる。 

１３ 支給単位期間の中途において通勤経路又は方法の変更をしたときの通勤手当

は、次の各号のいずれかとする。 

 一 支給単位期間が一ヶ月の場合、その事由が生じた日の属する月の翌月から通

勤手当の額を変更し支給することとする。 

 二 支給単位期間が六ヶ月の場合、その事由が生じた日の属する月の翌月から通

勤手当の額を変更する。ただし、残月数分については、その差額を返納又は支給

することとする。 

１４ 支給単位期間の中途において運賃等の額が変更したときは、その事由が生じ

た日の属する月の翌月（月の初日である場合は、その日の属する月）から通勤手

当の額を変更する。また、その事由が生じた日が交通機関で購入した定期券の通

用期間中である場合は、同条第７項に即し、通勤手当の額を変更する。 

（単身赴任手当） 

第１８条 事務所を異にする異動に伴い転居した場合において、父母の疾病その他

やむを得ない事情により、同居していた配偶者と別居することとなった職員で、

異動前の住居から異動後に在勤する事務所に通勤することが通勤距離等を考慮し

て困難であると認められたもののうち、単身で生活することを常況とする職員に

は、単身赴任手当を支給する。ただし、配偶者の住居から在勤する事務所に通勤

することが通勤距離等を考慮して困難であると認められない場合には、この限り

でない。 

２ 単身赴任手当の月額は三万円とし、職員の異動前の住居と異動後の住居との間

の交通距離（職員の異動後の住居と配偶者の住居との交通距離の方が短い場合に

あっては、その交通距離）が１００キロメートル以上の場合には、次の各号に掲

げる交通距離の区分に応じ、当該各号に定める額を加算した額とする。 

 一 １００キロメートル以上３００キロメートル未満 八千円 



 

 
 

 二 ３００キロメートル以上５００キロメートル未満 一万六千円 

 三 ５００キロメートル以上 二万四千円 

３ 前２項の規定は、他の法人又は機関に勤務していた者が、引き続き日本貿易保

険の職員となり、これに伴い転居した場合に準用する。 

４ 国家公務員又は他の独立行政法人の職員から引き続き日本貿易保険の職員とな

った職員で、前職において単身赴任手当に相当する手当を受けていた場合には、

第１項を準用して支給する。 

 （住居手当等の支給の手続き） 

第１９条 新たに住居手当、扶養手当、通勤手当若しくは単身赴任手当（以下「住

居手当等」という。）の支給を受けようとする職員又は住居手当等の月額に変更

を及ぼす事情の変更があった職員は、遅滞なく、別表第２の様式の届出書を提出

しなければならない。 

２ 住居手当等（通勤手当を除く。）の支給は、その支給の要件に該当することと

なった日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する

月）から支給を開始し、その要件に該当しないこととなった日の属する月（その

日が月の初日であるときは、その日の属する月の前月）をもって終了する。 

３ 前項の規定にかかわらず、職員が住居手当等の支給の要件に該当することとな

った日から１５日を経過した後に第１項の規定による届出をしたときは、その届

出をした日の属する月の翌月から支給を開始する。 

４ 第２項の規定は住居手当等（通勤手当を除く。）の月額を変更する場合に、前

項の規定は住居手当等の月額を増額する場合に準用する。 

 （時間外手当） 

第２０条 就業規則第１７条に定める勤務時間（同規則第１８条の規定により勤務

時間が変更された場合にあっては、変更後の勤務時間）外又は同規則第２８条に

定める休日（同規則第２９条第１項の規定により振り替えられた場合にあっては、

同条第２項の規定により指定された日）に勤務をさせた場合、時間外手当を支給

する。 

２ 時間外手当は、資格給の月額を月間の平均所定労働時間数で除し得た額に、次

の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める係数を乗じて得た額を１時間当た

りの額とする。 

 一 勤務のある日の午後５時３０分から午後１０時まで １．２５ 

 二 勤務のある日の午後１０時から翌日午前５時まで １．５ 

 三 祝日及び１２月２９日から１月３日まで（土曜日及び日曜日を除く。次号に

  おいて同じ。） １（７時間３０分を超える時間においては、１．２５） 



 

 
 

 四 祝日及び１２月２９日から１月３日までの午後１０時から翌日午前５時まで 

  １．２５（７時間３０分を超える時間においては、１．５） 

  五 土曜日 １．２５ 

 六 土曜日の午後１０時から翌日午前５時まで １．５ 

 七 日曜日 １．３５ 

 八 日曜日の午後１０時から翌日午前５時まで １．６ 

 （指導員手当） 

第２１条 指導員制度規則第２条に定める指導員となる職員には、その任命された

期間の間、月額一万円を指導員手当として支給する。 

２ 給与計算期間の中途において前項に掲げる指導員に就いた職員又は退いた職員

については、指導員に就いていた期間に応じ指導員手当を日割りで支給する。 

 

   第５章 賞与 

 （支給日）                         

第２２条 賞与は、毎年７月１日及び１２月１０日に支給する。 

 （受給対象者）                  

第２３条 賞与の受給対象者は、６月１日又は１２月１日（以下「基準日」とい 

 う。）にそれぞれ在職する職員（就業規則第５条第１項第一号の事由による休職

 （以下「私傷病休職」という。）中の職員でその休職期間が１年（結核性疾患に

 あっては、２年）に達しないもの及び育児休業中の職員でその休業期間が１年に

 達しないもの又は介護休業中の職員を含む。）及び基準日前１月以内に退職し、

 又は解雇（懲戒解雇は除く。）された職員とする。ただし、理事長の要請に応 

 じて基準日の１月以内に退職し、引き続き国家公務員及び特定独立行政法人の 

 職員となった者はこの限りでない。 

 （賞与額の算定） 

第２４条 賞与は、支給日における資格給（特別加算額を含む。）、役割給、役職

給及び扶養手当の月額の合計額に、別に定める支給係数に業績評価係数を加えた

係数及び職員各人の業績評価に応じた評価係数を乗じた額を算定基礎額とする。 

２ 支給係数は、日本貿易保険の業務の実績及び社会一般の情勢を考慮して定める

ものとする。 

３ 第１項に定める業績評価係数は、別に定める支給係数を基礎とした年間支給係

数に０．１、０．０５、０、－０．０５又は－０．１のいずれかを乗じて得た係

数を年間の係数とし、前年度の日本貿易保険の業務実績について、経済産業大臣

が行った評価に即して、理事長が定めるものとする。 



 

 
 

４ 賞与支給時に前項に定める評価が行われていない場合には、業績評価係数を０

とする。 

第２５条  次に掲げる職員については、賞与の算定期間（７月１日に支給する賞与

 にあっては前年１２月２日から６月１日まで、１２月１０日に支給する賞与に 

 あっては６月２日から１２月１日までの期間をいう。以下同じ。）中に勤務し 

 なかった日数に応じて算定基礎額から減額をした額を賞与額とする。 

 一 算定期間中に採用された職員（国家公務員又は日本貿易保険が指定する法人

の職員から引き続き日本貿易保険の職員となったものを除く。） 

  二 算定期間中に復職した職員 

  三 基準日前１月以内に退職し、又は解雇された職員 

  四 算定期間中に私傷病休職、配偶者帯同休業、私傷病休暇、出産休暇、欠勤、

育児休業、介護休業又は介護休業等に関する規則第１５条第１項の勤務時間の

短縮により勤務しなかった日又は時間が合算して２０日を超える職員 

  五 算定期間中に就業規則第１９条第１項による勤務時間の短縮及び育児休業に

  関する規則第１５条の勤務時間の短縮により勤務しなかった時間が９０時間を

  超える職員 

２ 算定期間中に懲戒処分を受けた職員については、懲戒の種数に応じて算定基礎

 額から減額をした額を賞与額とする。 

第２６条 国家公務員又は日本貿易保険が指定する法人の職員から引き続き日本貿

易保険の職員となった職員（賞与の算定期間中に著しく勤務成績が不良であっ

た者を除く。）に、次の各号に掲げる採用された時期の区分に応じ、当該各号

に定める期間中に支給する賞与については、支給日における資格給（特別加算

額を含む 。）、役割給、役職給及び扶養手当の月額の合計額に、別に定める

支給計数を乗じた額に移行調整額を加算した額を賞与額とする。 

  一 ４月１日から１２月１日まで 採用された日の属する年度 

 二 １２日２日から３月３１日まで 採用された日の属する年度の翌年度 

第２７条 支給日に賞与を支給することとされていた職員で当該支給日の前日まで

 に離職したものが次の各号のいずれかに該当するときは、当該賞与の支給を一時

 差し止めることができる。 

 一 離職した日から当該支給日の前日までの間に、その者の在職期間中の行為に

  係る刑事事件に関して、その者が起訴（当該起訴に係る犯罪について以上の刑

  が定められているものに限り、刑事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）第６

  編に規定する略式手続によるものを除く。）をされ、その判決が確定していな

  い場合。 



 

 
 

 二 離職した日から当該支給日の前日までの間に、その者の在職期間中の行為に

  係る刑事事件に関して、その者が逮捕された場合又はその者から聴取した事項

  若しくは調査により判明した事実に基づきその者に犯罪があると思料するに至

  った場合であって、その者に対し賞与を支給することが、日本貿易保険の業務

  に対する国民の信頼を確保し、賞与に関する制度の適正かつ円滑な実施を維持

  する上で重大な支障を生じると認められるとき。 

 

   第６章 年俸 

 （対象者） 

第２８条 年俸制の対象者は、Ｍ３及びＭ２に該当するものとする。 

 （年俸額の決定方法及び決定時期） 

第２９条 年俸の額は、職員各人の業績評価等に基づいて決定する。また、年俸の

決定時期は、毎年７月とし、翌年６月３０日までを計算期間とする。 

 （支払方法） 

第３０条 年俸制職員の給与は、年俸の１／１５．９５を毎月支給し、年俸の１．

９７５／１５．９５を賞与支給日にそれぞれ支給するものとする。 

 

   第７章 昇格・昇給等 

 （昇格・昇給等） 

第３１条 昇格・昇給は、職員各人の業績評価等に基づいて、毎年７月１日に行う。 

２ 降格は、職員各人の業績評価等に基づいて人事委員会の審査を経て、行うこと

ができるものとする。 

３ 別表１に定める等級のうちＭ１に該当するものが降格したときは、降格先の等

級における最高号を給する。また、Ｍ３及びＭ２に該当するものが降格したとき

の降格先は人事委員会において決定する。 

 （昇給を行わない場合） 

第３２条 次に掲げる職員には、昇給を行わない。 

 一 直近１年以内に出勤停止以上の懲戒処分を受けた職員 

 二 退職手続中の職員（就業規則第５５条第１項第五号の勧告受けた職員を含 

  む。） 

  三 解雇の予告を受けた職員 

２ ４月１日から６月３０日までの間に採用された職員には、当該年は昇給を行わ

ない。 

 



 

 
 

 

   第８章 施行細則 

 （施行細則） 

第３３条 この規則の実施に関し必要な事項は、理事長が別にこれを定める。 

 

   附 則 

第１条 この規則は、平成１３年４月１日から実施する。 

第２条 （削除） 

   附 則 

この規則は平成１３年９月１日から施行し、平成１３年４月１日から適用する。 

   附 則 

この規則は平成１４年４月１日から実施する。 

   附 則 

この規則は平成１４年７月１日から実施する。 

   附 則 

この規則は平成１４年１２月１日から実施する。 

   附 則 

この規則は平成１５年５月１日から実施する。 

   附 則 

この規則は平成１５年６月２４日から実施する。 

   附 則 

この規則は平成１５年１２月１日から実施する。 

   附 則 

この規則は平成１６年４月１日から実施する。 

附 則 

この規則は平成１７年１月１日から実施する。但し、第１３条及び第１４条につい

ては、平成１６年７月１日から適用する。 

      附 則 

 （施行期日） 

第１条 この規則は平成１７年４月１日から実施する。 

 （役職給に関する経過措置） 

第２条 平成１７年３月３１日に営業第二部のグループ長であった職員であって、

同年４月１日付けで組織規則第１０条第２項に規定するディレクターに任命された

者に対しては、第１３条第１項の規定にかかわらず、同項第２項に定める月額を支



 

 
 

給する。 

   附 則 

この規則は平成１７年１２月１日から実施する。 

附 則 

この規則は平成１８年１月１日から実施する。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この規則は平成１８年４月１日から実施する。 

 （経過措置） 

第２条 平成１８年３月３１日から引き続き日本貿易保険に在籍する職員（国家公

務員又は日本貿易保険が指定する法人の職員から引き続き日本貿易保険の職員と

なったものを除く。）については、この規則により改正された給与規則（以下

「改正後規則」と言う。）により算出した基本給の月額が改正前の給与規則（以

下「改正前規則」と言う。）により算出した基本給の月額を下回る場合にあって

は、改正前規則を適用する。 

２ 平成１８年３月３１日から引き続き日本貿易保険に在籍する職員（国家公務員

又は日本貿易保険が指定する法人の職員から引き続き日本貿易保険の職員となっ

たものに限る。）については、改正前規則を適用する。 

３ 第１項又は前項の規定により改正前規則を適用される職員に対する改正前規則

第１６条の適用については、同条第４項及び第５項は適用せず、改正後規則第１

６条第４項及び第５項を適用する。 

４ 第１項又は前々項の規定により改正前規則を適用される職員に対する改正前規

則第２３条の適用については、同条中「、地域付加給及び扶養手当」とあるのは、

「及び地域付加給（ただし、扶養手当にかかる金額を除く。）」と読み替える。 

５ 第１項の規定により改正前規則を適用される職員に対する改正前規則第２７条

の適用については、平成１８年７月１日までとする。 

   附 則 

この規則は平成１８年７月６日から実施する。 

   附 則 

この規則は平成１９年４月１日から実施する。 

   附 則 

この規則は平成１９年７月１日から実施する。 

   附 則 

この規則は平成２０年４月１日から実施する。 



 

 
 

   附 則 

この規則は平成２０年６月１日から実施する。 

   附 則 

この規則は平成２１年４月１日から実施する。 

   附 則 

この規則は平成２１年７月１日から実施する。 

   附 則 

この規則は平成２１年１２月１日から実施する。 

   附 則 

この規則は平成２２年３月２３日から実施する。 

   附 則 

この規則は平成２２年５月２１日から実施する。 

   附 則 

１．この規則は平成２２年１２月１日から実施する。 

２．平成２２年１２月１０日に支給する賞与の算定は、第２３条第１項に規定する

別に定める支給係数に業績評価係数を加えた係数は第２３条の規定にかかわらず

２．０７２５とする。 

３．当分の間、職員に対する次に掲げる給与の支給に当たっては、当該職員が５５

歳に達した日後における最初の４月１日（職員以外の者が５５歳に達した日後に

おける最初の４月１日後に職員となった場合にあっては、職員となった日）以

後、次の各号に掲げる給与の額から、それぞれ当該各号に定める額に相当する額

を減じる。 

 一 俸給月額 当該職員の俸給月額に１００分の１．５を乗じて得た額 

 二 役職給月額 当該職員の役職給月額に１００分の１．５を乗じて得た額 

 三 賞与 当該職員の賞与に１００分の１．５を乗じて得た額 

   附 則 

１．この規則は平成２４年４月１日から実施する。 

２．平成２６年３月３１日までの間、この規則でいう俸給とは、第５項の場合を除

き、別表１俸給表の等級の項１から３までに規定する額はこれに４．７７％を

減じたものとし、等級の項４から９までに規定する額はこれに７．７７％を減

じたものとする。 

３．平成２６年３月３１日までの間、この規則でいう役職給は、第５項の場合を除

き、第１４条の規定により定める額から１０％減じた額を支給するものとす

る。 



 

 
 

４．平成２６年３月３１日までの間、この規則でいう単身赴任手当は、第１８条の

規定する額から９．７７％減じた額を支給するものとする。 

５．平成２６年３月３１日までの間、第２３条第１項の規定にかかわらず、賞与

は、支給日における俸給（特別加算額を含む。）及び役職給の月額の合計額に

９．７７％を減じたものに専門能力給の月額を加えた額に、別に定める支給係

数に業績評価係数を加えた係数及び職員各人の業績評価に応じた評価係数を乗

じた額を算定基礎額とする。 

附 則 

１．この規則は平成２５年７月１日から実施する。 

２．平成２６年３月３１日までの間、この規則でいう資格給とは、第５項の場合を

除き、別表第１号資格給号俸表の等級のＳ１からＳ２までに規定する額はこれ

に４．７７％を減じたものとし、等級のＳ３からＭ３までに規定する額はこれ

に７．７７％を減じたものとする。 

３．平成２６年３月３１日までの間、この規則でいう役職給は、第５項の場合を除

き、第１４条の規定により定める額から１０％減じた額を支給するものとす

る。 

４．平成２６年３月３１日までの間、この規則でいう単身赴任手当は、第１８条の

規定する額から９．７７％減じた額を支給するものとする。 

５．平成２６年３月３１日までの間、第２３条第１項の規定にかかわらず、賞与

は、支給日における資格給（特別加算額を含む。）及び役職給の月額の合計額

に９．７７％を減じたものに役割給の月額を加えた額に、別に定める支給係数

に業績評価係数を加えた係数及び職員各人の業績評価に応じた評価係数を乗じ

た額を算定基礎額とする。 

６．当分の間、職員に対する次に掲げる給与の支給に当たっては、当該職員が５５

歳に達した日後における最初の４月１日（職員以外の者が５５歳に達した日後に

おける最初の４月１日後に職員となった場合にあっては、職員となった日）以

後、次の各号に掲げる給与の額から、それぞれ当該各号に定める額に相当する額

を減じる。 

 一 資格給月額 当該職員の俸給月額に１００分の１．５を乗じて得た額 

 二 役職給月額 当該職員の役職給月額に１００分の１．５を乗じて得た額 

 三 賞与 当該職員の賞与に１００分の１．５を乗じて得た額 

   附 則 

この規則は平成２６年３月１日から実施する。但し、第２１条については、平成２

６年２月１日以降に任命された者から適用する。 



 

 
 

   附 則 

この規則は平成２６年４月１日から実施する。 

   附 則 

この規則は平成２６年７月１日から実施する。 

   附 則 

１．この規則は平成２６年１２月１日から実施する。 

２．平成２６年１２月１０日に支給する賞与の支給係数は、第２４条の規定にかか 

わらず２．３３とする。 

３．平成２７年３月３１日までの間、職員に対する次に掲げる給与の支給に当たっ 

ては、当該職員が５５歳に達した日後における最初の４月１日（職員以外の者が 

５５歳に達した日後における最初の４月１日後に職員となった場合にあっては、 

職員となった日）以後、次の各号に掲げる給与の額から、それぞれ当該各号に定 

める額に相当する額を減じる。 

一 資格給月額 当該職員の資格給月額に１００分の１．５を乗じて得た額 

二 役職給月額 当該職員の役職給月額に１００分の１．５を乗じて得た額 

三 賞与 当該職員の賞与に１００分の１．５を乗じて得た額 

   附 則 

この規則は平成２７年１２月４日から実施する。 

    附 則 

 この規則は平成２８年１月１日から実施する。 

    附 則 

 この規則は平成２８年２月５日から実施する。 

    附 則 

 この規則は平成２８年４月１日から実施する。 

    附 則 

 この規則は平成２８年１２月６日から実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

 


